
平 成 26 年 度

学 校 基 本 調 査 の 手 引

― 学 校 調 査 ―

（学 校 用）

幼 稚 園

ま え が き

学校基本調査は，我が国の学校教育に関する最も重要な調査の一つで，基幹統計を作成する

ための調査であり，昭和 23 年から毎年実施しています。幼稚園から大学まで全国すべての学

校を対象に，その学校数，学級数，在学者数，教職員数，卒業後の状況，施設，経費等の基本

的事項についてもれなく調査されます。

この「手引」は，幼稚園の調査票作成者のために作成したものです。「手引」の説明を熟読

して，本調査の意義及び重要性について十分理解の上，所定の調査票を正確に記入・作成して

くださるようお願いいたします。

012982
スタンプ
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Ⅲ 調査票の作成要領

調査票の作成に当たっては，以下の説明により正確に記入してください。

1．数字の記入方法等

⑴ 調査票の各欄に数字を記入する際は，各欄の枡目の右側につめて記入します。例えば
ます

の欄に「35」と記入する場合は， 3 5 のように記入します。また，該当する数値が

ない場合は，空欄のままとし，「0」は記入しません。

⑵ 数字は 1枡ごとに 1字ずつ，ていねいに記入し，枡目からはみ出さないようにしてください。
ます ます

※

⑶ 各調査事項の欄外にある 1 0 1 0 は，電算処理のために必要なものですので，調査内容と

直接の関係はありません。

⑷ その他，都道府県から指示があった場合には，その指示に従って調査票を作成してください。

2．「都道府県番号」及び「学校調査番号」は次の方法により必ず記入してください。

⑴ 「都道府県番号」

調査票の欄外にある「都道府県番号」欄は，次の「都道府県番号一覧表」により記入してください。

都道府県番号一覧表

⑵ 「学校調査番号」

欄外にあるこの欄には，都道府県から通知された「学校調査番号」を記入します。例えば，4

番の場合は「0004」，24 番の場合は「0024」，124 番の場合は「0124」と記入します。特別に番

号変更の通知がない場合は，前年度と同番号です。

＜廃校になった学校について＞

平成 25 年 5月 2 日から平成 26 年 5月 1 日までの間に廃校になった学校についても，調査票の提出が必要です！

○学校調査票 → 「本校分校別」欄を「３」にし，欄外の余白（電子調査票の場合は，メモ欄）に「廃校」と

その「年月日」を朱書して（電子調査票の場合は黒字で可）提出してください。また，前年度

調査の項目に記入漏れがないか，確認してください。

○学校施設調査票 → 提出の必要はありません。

番号 県　名 番号 県　名 番号 県　名 番号 県　名 番号 県　名 番号 県　名 番号 県　名

01 北海道 08 茨　城 15 新　潟 22 静　岡 29 奈　良 36 徳　島 43 熊　本

02 青　森 09 栃　木 16 富　山 23 愛　知 30 和歌山 37 香　川 44 大　分

03 岩　手 10 群　馬 17 石　川 24 三　重 31 鳥　取 38 愛　媛 45 宮　崎

04 宮　城 11 埼　玉 18 福　井 25 滋　賀 32 島　根 39 高　知 46 鹿児島

05 秋　田 12 千　葉 19 山　梨 26 京　都 33 岡　山 40 福　岡 47 沖　縄

06 山　形 13 東　京 20 長　野 27 大　阪 34 広　島 41 佐　賀

07 福　島 14 神奈川 21 岐　阜 28 兵　庫 35 山　口 42 長　崎
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3．調査事項の説明

3 設 置 者 別

4 本園分園別

「3 設置者別」欄については，一般財団法人及び公益財団法人は、「32 財団法人立」を，一

般社団法人及び公益社団法人は，「33 社団法人立」を選択してください。

5 認 可 定 員

幼稚園の定員として都道府県から認可を受け，又は届け出た上で学則（園則）に記載されて

いる総収容定員を記入します。

なお，定員が年齢別又は教育期間別に認可されている場合でも，これらを合計した総収容定

員で記入します。

6 教 員 数

① 本務，兼務の区別は，原則として辞令面によります。

※公立学校において，再任用制度により採用された教員は，常時勤務する教員については本

務とし，短時間勤務する教員については兼務とします。

なお，学校が直接雇用しない，委託契約企業から派遣されている者等は計上しません。

② 辞令面ではっきりしない場合は，俸給（給料又はこれらに相当するものを含む）を支給さ

れている幼稚園を本務とし，それ以外は兼務とします（2 校以上から俸給を支給されている

場合は，支給額の多い方を本務とします。俸給が同額又は一括支給されている場合は，授業

時間の多い方を本務とします。）。常勤の講師が 2 以上の幼稚園に勤務している場合も，上記

により本務・兼務を区別します。

ただし，本園と分園の両方に勤務する教員は，主として勤務する方にのみ記入します（は

っきりしない場合は，本園の調査票に記入してください。）。

③ 本務者には休職者，産休者及び育児休業者並びに産休代替者及び育児休業代替者（以下休

職者等という。）を含めるが，兼務者には含めません。

④ 非常勤の講師は兼務者として扱います。

⑤ 「教員数」の各欄は，次の区分により記入します。

＊「園長」，「副園長」，「教頭」

：学校教育法施行規則第 20 条，第 21 条，第 22 条及び第 23 条により園長，副園長

又は教頭として採用されている者を記入します。分園長は「園長」として扱いま

せん。「分園長」で幼稚園教諭免許状を有する者は「教諭」に，免許状を有しな

い者はその職務内容に応じて「教育補助員」又は「事務職員」等とします。

＊「主幹教諭」，「指導教諭」，「教諭」，「助教諭」，「講師」

：幼稚園教諭免許状又は同助教諭免許状を有する者のみ記入してください。

＊「養護教諭」，「養護助教諭」

：養護教諭免許状又は同助教諭免許状を有する者のみ記入してください。

＊「栄養教諭」：栄養教諭免許状を有する者のみ記入してください。

＊「教育補助員」

：上記「園長」～「講師」のいずれの項目にも該当せず，教育活動の補助に当たっ

ている者がいた場合に記入してください。

該当する項の番号を，左下の枡目に記入します
ます
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7 職 員 数(本務者のみ)

すべて辞令面により，本務者のみ記入します。本務者の定義は，教員の場合に準じます。ま

た，日々雇用の非常勤職員でも臨時に雇用されている者と区別できる常勤的非常勤職員（①学

校の職員として正式に発令されており，②勤務形態が本務の職員とほぼ同じであり，③任用期

間が実態として１年以上継続することが明らかであり，④規定による給与が支給されている者

をいう。）は含めます。私費負担の職員も含めます。

＊「事務職員」：事務に従事する者（事務主事，事務主事補，事務員等の名称で発令され

ている者）をいいます。

＊「養護職員（看護師等）」：看護師（准看護師含む），保健師など養護をつかさどる職員

をいいます。

なお，学校が直接雇用しない，委託契約企業から派遣されている者等は計上しません。

8 「6」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

①「6」の本務者のうち休職者（理由別）及び育児休業者を記入します。

②「休職者」とは，公立の場合は，休職の発令があった者をいい，国立及び私立の場合もこれ

に準じます。休職の理由は，休職になったときの発令内容によります。

＊「 結 核 」：教育公務員特例法第 14 条による休職者数を記入します。

＊「育児休業」：公立の学校においては「地方公務員の育児休業等に関する法律」（平成 3

年法律第 110 号）第 2 条，国立及び私立の学校においては「育児休業，介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成 3 年

法律第 76 号）第 5 条の規定により育児休業をしている者の数を記入しま

す。

9 「6」及び「7」の本務者のうち産休代替等教職員数（再掲）

「産休代替教職員」及び「育児休業代替教職員」欄は，現に任用されている産休代替者及び

育児休業代替者の職名により該当欄に記入します。

＊「産休代替教職員」

：女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律第 3 条第 1項

又は第 5 条によって任用された教員又は職員をいいます。

＊「育児休業代替教職員」

：公立の学校においては「地方公務員の育児休業等に関する法律」（平成 3

年法律第 110 号）第 6条第 1 項，国立及び私立の学校においては「育児休

業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平

成 3年法律第 76 号）第 22 条によって任用された教職員をいいます。

10 学級別年齢別在園者数

次の各調査事項の説明に従い，8ぺージの「記入例による説明」にならって記入してください。

① 「学級」は，5 月 1 日現在届出をしている等，正規の手続を完了（5月 1日現在届出をして

いないが，学級が編制されており，届出をするための手続が現在進行中であり，届出をする

ことが確実である場合を含む。）している学級とし，1 学級ごとに横に 1 段ずつとり，その学

級の名称を「学級名」欄に記入します。

なお，災害等のため臨時に学級編制を行っている場合は，本来の学級編制により記入する

ものとします。
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② 「在園者数」は，5 月 1 日現在当該幼稚園の在園者として指導要録が作成されている者の

数を学級別・年齢（平成 26 年 4 月 1 日現在の満年齢（＊ 3 歳児のうち，平成 23 年 4 月 2 日

から平成 23 年 5 月 1 日生まれの者については便宜上，3 歳児の欄に記入する。））別に記入し

ます。また，在園者数は当該幼稚園への入園時の年齢別に記入します。

→（例）・本年 4 月を待たずに前年度間途中に入園した満 3 歳児の者は，「3 歳児」の「前

年度間入園」欄に記入します。

・3 歳児（満 3 歳児）で当該幼稚園へ入園し，本年 4 月 1 日現在 5 歳児の者は，「5

歳児」の「3歳児入園」欄に区分し記入します。

・5 歳児の者が他の幼稚園から，当該幼稚園に入園した場合は，「5 歳児」の「5 歳

児（本年度）入園」欄に区分し記入します。

11 修了者数（平成 26 年 3 月修了者） 廃校も調査対象
平成 26 年 3 月に，幼稚園を修了した者を記入します。

年齢早見表

満年齢 生年月日の範囲

3 歳 平成 22 年 4 月 2 日～平成 23 年 4 月 1 日

4 歳 〃 21 年 〃 ～ 〃 22 年 〃

5 歳 〃 20 年 〃 ～ 〃 21 年 〃
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〔「10 学級別年齢別在園者数」の記入例の説明〕

7 2

　学級数が21以上あり，1枚の調査票では書ききれない場合は，2枚目の調査票を作成します。この場合，2枚目の調

査票には，「幼稚園の所在地｣,「幼稚園名｣,「報告者｣,「取扱者氏名｣,「都道府県番号」及び「学校調査番号」を

記入し，学級名の隣の3桁の数字は「421」からに書き直して記入します。

　なお，「計」欄は，2枚目を含めた合計数を1枚目に記入し，2枚目の「計」欄には記入しないでください。

　学級名については、電子調査票の欄に入らない場合は適宜省略して構いません。

1 3 11 5 1 4　 4 1 43 0 1 1
女

※

4 4

7 45 1 44 1 5 12 1

6

(
再

掲
)

計

の

内

訳

男
※

4 4 2 0 1 1

2 1 42 9 2 73 0

1
計

計
※

4

4 2

2 34 1 0 1

組

2

組 Ｎとは，学級

は設置されて

いるが，5月1

日現在在園児

がいないこと

を示します。

　なお，この

場合，年齢別

の箇所には何

も記入しない

でください。

各在園児の年齢別及び入園時の

年齢により区分して記入します。

4 1 9 0組

4 0 7 0

0 0

2 86

2

4 0

在園児のいな

い学級
り す 組

N

3 0

4 0 6 0

5 1 3
す み れ 組

1

４歳児の学級
1 5 1 8 3 3

8
５歳児の学級

4 21 4 1

学

級

名

4 0 3 0ゆ き 組

4 0つ き 組

4 0 5 0

５歳児

３歳児と４歳

児の学級
は と 組

8 2 1 3 1 2
4 0 2 0

3 5

（本年度） （本年度）
計

さ く ら 組 ３歳児の学級
1 1 5 4

04
2

1 0
0

入 園

10 学級別年齢別在園者数（ 学級ごと に１ 段ずつとって 記入する。）

学級名

年 齢

３ 歳 児 ４ 歳 児 ５　歳　児

本年度入園

入園 入園
生まれ 生まれ 生まれ

平成23年４月

２日～平成23

年５月１日

平成22年４月

２日～平成23

年 4月１日

平成22年４月

２日～平成23

年 4月１日 入園

前年度入園

３歳児

入 園

４歳児 ３歳児 ４歳児


	平成26年度
 学校基本調査の手引
	Ⅰ学校基本調査の概要
	Ⅱ調査票の配布，提出方法
	Ⅲ調査票の作成要領
	◎調査票記入後の確認事項

